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別 表 第 五 号 の 二 １ の 欄 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ エ を 次 の よ う に 改 め る 。

エ 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、申請（届出）者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別
の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 五 号 の 三 １ の 欄 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、届出者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 六 号 の 五 及 び 別 表 第 六 号 の 七 中 「印 」 を 削 り 、「氏名を自筆で記入したときは、押印を省略することができる。法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載す
ることとし、代表者が氏名を自筆で記入したときは、押印を省略することができる。 」 を 「法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。 」 に 改 め る 。

別 表 第 六 号 の 八 １ の 欄 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ５ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、申請者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 七 号 か ら 別 表 第 七 号 の 三 ま で の 規 定 中 「印 」 を 削 り 、「氏名を自筆で記入したときは、押印を省略することができる。法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を
記載することとし、代表者が氏名を自筆で記入したときは、押印を省略することができる。 」 を 「法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。 」 に 改 め る 。

別 表 第 八 号 の 四 １ の 欄 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、申請（届出）者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の
法律により特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 八 号 の 六 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 １ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、届出者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 九 号 中 「 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、申請者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 十 一 号 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、申請者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

別 表 第 十 二 号 １ の 欄 中 「印 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ３ を 次 の よ う に 改 め る 。

 法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。ただし、届出者が国の機関、地方公共団体、法律により直接に設立された法人又は特別の法律によ
り特別の設立行為をもつて設立された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。

（ 無 線 機 器 型 式 検 定 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 無 線 機 器 型 式 検 定 規 則 （ 昭 和 三 十 六 年 郵 政 省 令 第 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 四 号 中 「 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

２ ※２については、法人の場合は、商号又は名称及び代表者名を記載すること。

別 表 第 五 号 中 「印又は署名 」 を 削 る 。

別 表 第 九 号 中 「 」 を 削 り 、 同 別 表 注 ３ を 次 の よ う に 改 め る 。

３ ※３については、法人の場合は、商号又は名称及び代表者名を記載すること。

（ 電 波 法 に よ る 伝 搬 障 害 の 防 止 に 関 す る 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 電 波 法 に よ る 伝 搬 障 害 の 防 止 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 三 十 九 年 郵 政 省 令 第 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 号 様 式 中 「氏名（注２、注３）  」 を 「氏名（注２） 」 に 、「注４ 」 を 「注３ 」 に 、「注５ 」 を 「注４ 」 に 改 め 、 同 様 式 注 中 ２ を 削 り 、 ３ を ２ と し 、 ４ を ３ と し 、 ５ を ４ と す る 。

別 表 第 二 号 様 式 中 「氏名（注２、注３）  」 を 「氏名（注２） 」 に 改 め 、 同 様 式 注 中 ２ を 削 り 、 ３ を ２ と す る 。

別 表 第 三 号 様 式 中 「氏名（注２、注３）  」 を 「氏名（注２） 」 に 、「注４ 」 を 「注３ 」 に 改 め 、 同 様 式 注 中 ２ を 削 り 、 ３ を ２ と し 、 ４ を ３ と す る 。




		2020-11-18T14:49:11+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




